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民間企業に対する説明会実施状況（令和６年度） 

 

 例年、日本経済団体連合会、日本商工会議所及び経済同友会等の協力を得て、人事

院と内閣官房内閣人事局、内閣府官民人材交流センターの共催で、全国各地会場にお

いて民間企業を対象とした説明会を実施している。 

令和６年度は、昨年度に引き続き、東京都において実地で説明会を実施するととも

に、インターネットを利用した動画配信により実施した。 

 

＜実地開催＞ 

 東京会場 令和６年１０月２２日（火） 

 ・参加法人及び府省数 ３４法人（４６人）・６府省 

 ・交流体験談発表者 

  ①企業の人事担当者：全日本空輸株式会社の人事担当者 

  ②交流派遣の経験者：特許庁からＫＤＤＩ株式会社への交流派遣経験者 

  ③交流採用の経験者：キヤノン株式会社から経済産業省への交流採用経験者 

 

＜動画配信＞ 

【実施期間】令和６年１１月１８日（月）から１２月１７日（火）までの１か月 

 

【実施方法】参加申込者に対する東京会場での説明会の録画のオンライン配信 

 

【開催周知】 

○ 日本経済団体連合会、日本商工会議所及び経済同友会を含めた経済団体・業

界団体計２８団体への協力依頼（会報やメルマガ等を通じた会員への周知） 

○ 企業・経済団体等約２，３００法人へのＤＭ送付（パンフレット同封） 

○ 府省を通じた関係法人・団体等への情報提供 

○ 内閣府官民人材交流センターＨＰへの掲載 

 

【視聴申込み状況】６０法人７３人 

※ 資料は動画閲覧時にダウンロード 

 

【説明動画の内容】 

  ○ 主催者挨拶（砂山裕 内閣府官民人材交流センター副センター長） 

○ 来賓挨拶（五十嵐克也 日本商工会議所理事・企画調査部長） 

○ 官民人事交流制度の概要 

○ 交流体験談発表者（実地開催の東京会場と同じ） 

○ 各府省の官民人事交流に関する意向 

・ 総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、防衛省、会計検査院の人

事担当者 

○ 連絡事項 

・ 交流希望の相談方法、質問の受付方法、アンケートの記入方法等 

 

以   上    

 


